


工業標準化法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等の一部を改正する訓令案 新旧対照表

○工業標準化法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等（平成１８・１２・０８産第４号） （傍線部分は改正部分）

改 正 後 現 行

産業標準化法に基づく経済産業大臣の処分に関する審査基準等 工業標準化法に基づく経済産業大臣の処分に関する審査基準等

産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号。以下「法」という。）に基づく経済 工業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）に基づく経済産業大臣の処分に係る

産業大臣の処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第５条第１項の規定に 行政手続法（平成５年法律第８８号）第５条第１項の規定による審査基準及び第１

よる審査基準及び第１２条第１項の規定による処分の基準は、次のとおりとする。 ２条第１項の規定による処分の基準は、次のとおりとする。

第１ 申請に対する処分 第１ 申請に対する処分

法第２２条第１項の規定による認定産業標準作成機関の認定（法第２３条第１ ［新設］

項の規定による認定産業標準作成機関の更新及び法第２４条第１項の規定による

認定産業標準作成機関の変更を含む。）については、法第２２条第３項に認定の

基準が規定されていること、また、法第２２条第３項第２号及び第３号に規定す

る主務省令（認定産業標準作成機関に関する命令（平成３０年内閣府・総務省・

文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第２

号）に認定の基準が規定されており、更に具体的な審査の基準を作成することは

困難であるため、審査基準は作成しない。

法第３０条第１項及び第２項、法第３１条第１項、法第３２条第１項から第３ 第１９条第１項及び第２項、第２０条第１項並びに第２３条第１項から第３項

項まで、法第３３条第１項並びに法第３７条第１項から第６項までの規定による までの規定による登録認証機関の登録又は登録の更新については、第２７条に登

登録認証機関の登録又は登録の更新については、法第４１条に登録の基準が規定 録の基準が規定されており、更に具体的な審査の基準を作成することは困難であ

されており、更に具体的な審査の基準を作成することは困難であるため、審査基 るため、審査基準は作成しない。

準は作成しない。

第２ 不利益処分 第２ 不利益処分

１．処分の基準 １．処分の基準

法第３６条の規定による表示の抹消命令等に係る処分基準は、「産業標準 第２２条の規定による表示の抹消命令等に係る処分基準は、「工業標準化

化法に基づく処分に係る検査の判定基準」（別添）のとおりとする。 法に基づく処分に係る検査の判定基準」（別添）のとおりとする。

２．その他 ２．その他

（１）法第２６条の規定による認定産業標準作成機関に対する改善命令について ［新設］

は、法第２２条第３項の認定の基準及び法第２２条第３項第２号及び第３号

に規定する主務省令（認定産業標準作成機関に関する命令（平成３０年内閣

府・総務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通

省・環境省令第２号）の認定の基準を基としつつ、産業標準作成業務の適正

かつ確実な運営の確保等の観点から総合的に勘案して判断するものとする。

（２）法第２７条の規定による認定産業標準作成機関に対する認定の取消しにつ

いては、同条に認定の取消しの基準が規定されており、更に具体的な処分の

基準を作成することは困難であるため、審査基準は作成しない。

（３）法第５０条の規定による登録認証機関の適合命令（第５５条第２項におい （１）第３６条の規定による登録認証機関の適合命令については、同条に適合命



て準用する第５０条の規定による外国登録認証機関の適合請求を含む。）に 令の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することは困難

ついては、同条に適合命令の基準が規定されており、更に具体的な処分の基 であるため、審査基準は作成しない。

準を作成することは困難であるため、審査基準は作成しない。

（４）法第５１条の規定による登録認証機関の改善命令（第５５条第２項におい （２）第３７条の規定による登録認証機関の改善命令については、同条に改善命

て準用する第５０条の規定による外国登録認証機関の改善請求を含む。）に 令の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することは困難

ついては、同条に改善命令の基準が規定されており、更に具体的な処分の基 であるため、審査基準は作成しない。

準を作成することは困難であるため、審査基準は作成しない。なお、法第４

５条第１項及び第５５条第１項中「正当な理由」とは、天災により設備が破

損していること、所定の認証料金の支払いがないこと等をいい、法第４５条

第２項（第５５条第２項において準用する場合を含む。）中「公正に」とは

、認証の料金、認証の順序等について不当な差別的取扱いがないこと等をい

う。

（５）法第５２条の規定による登録認証機関の登録の取り消し又は認定業務の一 （３）第３８条の規定による登録認証機関の登録の取り消し又は認定業務の一時

時停止命令については、同条に指定の取消し又は認証の業務の一時停止命令 停止命令については、同条に指定の取消し又は認証の業務の一時停止命令の

の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することは困難で 基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することは困難であ

あるため、審査基準は作成しない。なお、同条第１項第２号中、法第４５条 るため、審査基準は作成しない。

の規定については、上記（４）の解釈を準用する。

（６）法第５６条の第１項の規定による外国登録認証機関の登録の取り消しにつ ［新設］

いては、同条に指定の取消しの基準が規定されており、更に具体的な処分の

基準を作成することは困難であるため、審査基準は作成しない。なお、同条

第１項第２号中、法第４５条の規定については、上記（４）の解釈を準用す

る。

（別添） （別添）

産業標準化法に基づく処分に係る検査の判断基準 工業標準化法に基づく処分に係る検査の判断基準

産業標準化法に基づく処分に係る検査の判断基準を以下のように定める。 工業標準化法に基づく処分に係る検査の判断基準を以下のように定める。

（１）認証製造業者等及び認証加工事業者に係る検査の判定基準 認証製造業者等及び認証加工事業者に係る検査の判定基準

判定は、製品試験及び鉱工業品及びその加工技術に係る日本産業規格への適合性 判定は、製品試験及び日本工業規格への適合性の認証に係る省令（平成１７年厚

の認証に係る省令（平成１７年厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省 生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省令第６号）第２条に規定する事項

令第６号）第２条に規定する事項（以下「鉱工業品等に係る調査事項」という。） （以下「調査事項」という。）ごとに以下のとおり行う。

ごとに以下のとおり行う。

判定 判定の基準 判定 判定の基準

イ．適合 鉱工業品等に係る調査事項ごとの評価が イ．適合 調査事項ごとの評価がすべて適合である

全て適合である場合 場合

ロ．表示の除去又は抹消命令 欠陥が重大であると判断される場合 ロ．表示の除去又は抹消命令 欠陥が重大であると判断される場合

ハ．表示の付してある鉱工業品（加 表示の除去又は抹消命令の実効を確保す ハ．表示に付してある鉱工業品（加 表示の除去又は抹消命令の実効を確保す



工技術）の販売の停止命令 るため必要な場合 工技術）の販売の停止命令 るため必要な場合

（２）認証電磁的記録作成事業者等に係る検査の判定基準 ［新設］

判定は、電磁的記録試験及び電磁的記録に係る日本産業規格への適合性の認証に

関する省令（令和元年厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省令第６号

）第２条に規定する事項（以下「電磁的記録に係る調査事項」という。）ごとに以

下のとおり行う。

判定 判定の基準

イ．適合 電磁的記録に係る調査事項ごとの評価が

全て適合である場合

ロ．表示の除去又は抹消命令 欠陥が重大であると判断される場合

ハ．電磁的記録関係書面に表示の付 表示の除去又は抹消命令の実効を確保す

してある電磁的記録又は表示の付 るため必要な場合

してある電磁的記録を記録した記

録媒体の販売の停止命令

（３）認証役務提供事業者等に係る検査の判定基準 ［新設］

判定は、役務に係る日本産業規格への適合性の認証に関する命令（令和元年内閣

府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環

境省令第２号）第２条に規定する事項（以下「役務に係る調査事項」という。）ご

とに以下のとおり行う。

判定 判定の基準

イ．適合 役務に係る調査事項ごとの評価が全て適

合である場合

ロ．表示の除去又は抹消命令 欠陥が重大であると判断される場合

ハ．役務関係書面に表示の付してあ 表示の除去又は抹消命令の実効を確保す

る役務の提供の停止命令 るため必要な場合
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